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県と市町村との協議の場

DX戦略の推進について

市町村との協議の場
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（参考）DXって何？

※ DX ＝ デジタルトランスフォーメーションの略。

「デジタル技術」と「データ」を活用して、既存の業務プロセス等の改変を行い新たな価値を
創出して新たな社会の仕組みに変革すること

・手間暇をなくす

・面倒くさいをなくす

・ミスをなくす

新しい事に挑戦目指すは完全自動化

・顧客と関わる時間を
増やす

・水平連携
同業者と協業

・垂直連携
サプライチェーンと連携

超効率化
（しごとの嫌な部分をなくす）

クリエイティブ向上
（しごとの楽しいを増やす）

×

（参考）DXをストーリーで理解できる本



DX戦略策定

令和２年７月21日

「長野県DX戦略」
策定
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スマートハイランド推進プログラムロゴ

星形7 角形は 7 つの 推進プロジェクトを表し、
ちりばめられた 77 つの 支点は 県内 77市町村 を表しています 。
市町村と県が連携してプログラムを推進していく様子を表現。
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国の動向 ＜令和2年7月17日 閣議決定＞
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経済財政運営と改革の基本方針２０２０
～危機の克服、そして新しい未来へ～

世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ
活用推進基本計画

～国民が安全で安心して暮らせ、豊かさを実感できる強靭なデジタル社会の実現～



国の動向 ＜菅政権＞ ９／16 発足
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国、自治体のシステムの統一・標準化を行うこと、マイナンバーカードの普及促進を一気呵
成（かせい）に進め、各種給付の迅速化やスマホによる行政手続きのオンライン化を行
うこと、民間や準公共部門のデジタル化を支援するとともに、オンライン診療やデジタル教
育などの規制緩和を行うことなど、国民が当たり前に望んでいるサービスを実現し、デジタル
化の利便性を実感できる社会をつくっていきたいと考えます。
（令和2年9月23日 デジタル改革関係閣僚会議）

【デジタル庁設置】

•一気にやらなければならない。スピード感を
もって臨む。
•既存官庁と同じようなものをつくる気はない。民
間から新しい人材を入れながら新しい省庁をつく
る

平井卓也
デジタル改革担当大臣

菅義偉 総理大臣

武田良太総務大臣河野太郎
行政改革・国家公務員制度担当大臣

【DX推進計画の計画化】
•地方自治体のデジタル化を抜本的に進めるた

めに、「自治体DX推進計画」を年内に
策定します（令和2年9月25日 記者会見）

•今後５年間、２０２５度末までに必
要なＤＸを完成するための工程表を、
省庁の縦割りを乗り越えて作成してほしい

【行政/規制改革の推進】
ハンコを押せとルールで決まっているとオン
ライン化できない。行政のデジタル化は喫

緊の課題で、それを妨げる規制は私
のところで取り外す

さらにFAXもやめたい

（令和2年9月17日 記者会見）

（令和2年9月25日 デジタル改革関係閣僚会議 首相発言）

（令和2年9月25日 記者会見）



国の動向 ＜国の自治体DX取組例＞
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対象17業務を選定。
1業務は標準仕様公開済み（住民記録システム）
7業務はR3年8月、残りをR4年8月までに標準仕様公開予定

- 内閣官房 IT総合戦略室 -

地方自治体業務プロセス・情報システム標準化の取組

- 総務省 -

「押印廃止、提出は電子のみ」実現のための
補助金要綱改正を実施

【9月18日付メール】
総務省大臣官房個人番号企画室です。

このたび、社会保障・税番号制度システム整備費補助金要綱の改正を
行いましたので通知いたします。
改正内容といたしましては、交付申請等の様式の押印を全て廃止し公印省略と
改めたものになります。
今後、当補助金交付に係る申請等の関係書類は紙での提出はなく、電子データ
のみの提出となります。

河野太郎行政改革・規制改革相は6日の閣議後の記者会見で、
行政手続きのハンコ廃止を地方自治体でも推進する考えを示し
た。福岡市など押印廃止の先行事例を参考にしたマニュアルを
作成し、自治体に配布する方針だ。
（日経オンライン記事 10月6日）



国の動向 ＜自治体DX推進に向けたR3補助金情報＞
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自治体が取り組むべき施策



世の中の動向 ＜小諸市＋コニカミノルタ＞
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DXを進める際、避けて通れない※BPR。 その入り口は、業務の「見える化」。

•愛媛県では、県＋１２市町で全庁調査を実施

• 10月1日 小諸市様も連携協定を締結し全庁
調査に取り組む。

小諸市長
Facebookより
（10/2)

• これまで見えていなかった業務構造が見える化される

• 見える化により、業務改革の優先度付けが可能となる
（感覚的な議論から、定量的データを活用した議論へ）

※BPR: Business Process Re-engineering
組織や業務ルールや手順を根本的に見直し、業務プロセスに視点を置き、組織、職務、業務フロー、管理機構、情報システムを再設計する一連の改革



世の中の動向 ＜LINE社の例＞
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国のマイナンバーカード普及促進強化により、公的個人認証サービスによる個人認証が増加

スマホ・PCで完結する手続きが増える？

LINE社 プレスリリース資料より（9/24)

※公的個人認証サービス（JPKI）：
マイナンバーカードを使った
個人認証サービス



世の中の動向 ＜グラファー社の例＞

13先端技術活用推進課 / Advanced Technology Promotion Div.

スマホで完結するオンライン申請は既に実現している。

コロナ禍の影響で現在問合せ多数。

※9月30日現在 大阪府四条畷市、神奈川県横浜市、兵庫県神戸市

大阪市四条畷（しじょうなわて）市の事例 グラファー社のパッケージサービス

月々数万円のコストで
オンライン申請が
実現可能



世の中の動向 ＜グラファー社の例＞

先端技術活用推進課 / Advanced Technology Promotion Div.

Graffer スマート申請

「住民票の写し請求」操作イメージ
https://www.youtube.com/watch?v=nzja78H1yuk&feature=youtu.be

14

https://www.youtube.com/watch?v=nzja78H1yuk&feature=youtu.be
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県と市町村による先端技術活用推進協議会
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・事務局：長野県先端技術活用推進課

・活動概要：
成功事例等の情報共有や、デジタルインフラ（県と市町村等で共通的に利用するITシステム、基盤、機能等）の共同調達に
向けた仕様を検討

・参加メンバー：85団体（１県、全77市町村、7団体）

・取組内容

ステークホルダ

情報交換/相談

横串施策提案

• 枠組み運営
• 標準化リード
• 共通基盤投資
• 補助金・委託金情報

発案自治体

活用自治体

PT会議事務局
先端技術活用推進課
メンバー
関連部局

• 施策アイデア提供
• 実証結果提供

•運用コストダウン
•地場産業活性化

• 情報提供
• 標準化協力
• 応分負担（施策活用時）

•施策導入（低コスト）

外郭団体

民間企業

有識者

県

市
町
村

他都道府県

自治振興組合

連携

勉強会

県と市町村をつなぐ
新たな枠組み

先端技術活用推進協議会
【事務局：先端技術活用推進課）】

連携が想定される分野

スマート
自治体

生活支援
（キャッシュレス）

地域交通

インフラ
（水道・電気・道路・通信）

など

県と市町村の共通業務に着目し、ＩCＴシステムの共同利用を推進



長野県先端技術活用推進協議会立上げ
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19

58

8
4

町村

市

県
広域連合
自治振興組合

広域連合
（北アルプス、佐久、
南信州、上田地域）

全７７市町村が協議会に参加

長野県
先端技術活用推進

協議会

不参加

参加

内３０団体が
スマート自治体推進ワーキング

に参加

長野県

長野市

松本市

上田市

岡谷市

飯田市

諏訪市

須坂市

伊那市

駒ヶ根市

中野市

大町市

飯山市

茅野市

塩尻市

千曲市

東御市

安曇野市

軽井沢町

箕輪町

松川町

下條村

木祖村

大桑村

生坂村

小谷村

高山村

木曽広域連合

諏訪広域連合
長野県市町村自治振
興組合



スマート自治体推進WG活動
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7月 8月 9月 10月

スマート自治体推
進WG

個
別
検
討
チ
ー
ム

RPA+AI-OCR

チーム

AI音声
文字起こし
チーム

勤怠管理/電子
決裁/文書管理

チーム

ビジネス共通
ツール
チーム

★WG1

★TM0

★TM0

★TM0

★TM1

R2総務省「新たな広域連携促進事
業（県にて採択済み）」

活用方針決定

★WG2 ★WG3 ★WG4

★TM0 ★TM1

★TM2

★TM1 ★TM2

体制構築

課題整理 方針検討

課題整理 方針検討

じっくりコースへ

ど
ん
ど
ん
コ
ー
ス

じ
っ
く
り
コ
ー
ス

どんどんコース： R3共同化を目指す / じっくりコース：R4以降での共同化を目指す

進め方整理

７月のキックオフ以降、ワーキング会議４回、チーム会議10回を全てWeb会議で開催。
県にて採択されたR2広域連携促進事業を活用した実証方針を決定。

WG:ワーキング会議 / TM：チームミーティング

★TM2

検討プロセス合意



WGは、次世代業務体験型で実施
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次世代の業務スタイル体験型

コミュニケーション 資料共有会議開催

Web会議が基本 チャットツールを活用 クラウド型ファイル共有システム

県 A市 B町 C村

出欠確認

リアルタイムアンケート

会議中コメント

資料共有



長野県先端技術活用推進協議会の取組事例 –Yahoo!人流データ活用

県によるライセンス無償利用提案に対し、14団体より申し込み受領
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飯田市 中野市 千曲市 小海町 原村 箕輪町 飯島町 阿智村 平谷村 豊丘村 大桑村

自治体向けのライセンス価格（税込）

単独だと？

5団体集まると？

10団体集まると？

77団体全部だと？

99万円/年・団体

57.2万円/年・団体

42.9万円/年・団体

?（応相談）

※自治体向け特別価格
通常は145.2万円/年

上田市 須坂市松本市
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取組のアイデア － 事例 －

県と市町村の連携を強化し“共助”を更に推し進める

具体的アイデア
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DX戦略
策定ノウハウの提供

県と市町村の
連携体制強化

県-市町村
協働での取組

行政事務以外の
領域への拡大

1 2

3 4



DX戦略/計画策定に当たり県のノウハウを提供
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DX戦略
策定ノウハウの提供

利用者数が増えれば増えるほど

費用が安くなり、効率性が上がる

汎用化の効果 ネットワーク効果

利用者数が増えれば増えるほど

サービスとしての価値が上がる

A市 B町 C村県

長野県DX戦略

基本概念

県
個別戦略/計画

基本概念

A市
個別戦略/計画

基本概念

B町
個別戦略/計画

基本概念

C村
個別戦略/計画

A市DX戦略/計画 B町DX戦略/計画 C村DX戦略/計画

DXを推し進めるための基本概念は普遍的なもの
県策定のDX戦略で培ったノウハウを共有し、

共通フォームを協働で開発

1



市町村（自治振興組合）に対する県のサポート
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県と市町村の
連携体制強化

2

1

2

現在、県職員を１名派遣中

運用契約
プロポ/
コンペ

仕様
開発

県庁DX推進組織による企画業務サポート

企画
提案

情報
収集

新規案件については、県庁DX推進組織にて対応

契約や負担金処理など共同化事務は
従来の自治振興組合の仕組みを活用

強化予定



（参考）長野県市町村自治振興組合の活動実績
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対応事例（Ｒ２ GIGAスクール端末の調達）

R1 ベンダ―等情報収集
R2.2.28 文科省情報提供 基本モデル提示

4.30 文科省事務連絡 補助金の執行について
5.1 県教育委員会との協議（調達方針決定）
5.29 県教育委員会より協力依頼
6.8 共同調達参加団体募集
6.15 〃 締切 （20団体 30,192台）
6.29 公告
7.3 入札要件確認締切
7.13 入札
7.17 市町村宛て業者決定通知

強靭化対応 共同VDIの調達 （H28.11）

参加団体（長野県含む４団体 9,563台）

電子申請届出サービスの調達 （H30.7）

参加団体（長野県、県内全市町村）

自治体クラウド（基幹系システム共同化）の調達
第一期 14団体 H.26
第二期 ５団体 R1.9
新グループ３団体 R1.7

電子黒板 24台 6.26公告 7.10開札
実物投影機 24台 6.26公告 7.10開札

ノートPC等 8.13募集8.28締切（7団体 PC100台 ﾌﾟﾘﾝﾀ3台）
9.9公告 9.23入開札 9.24結果通知

※ベンダの決定までを組合が実施（契約は各参加団体）

Ｒ２ その他機器の調達内部情報系システムの調達 （H28.1） 参加団体２⇒現在６

校務支援システムの調達 （H30.6） 参加団体６⇒現在３４

学校徴収金システムの調達 （H30.8） 参加団体３⇒現在６

子育て支援アプリの調達 （R1.8） 参加団体２⇒現在１１

IBN（情報ブロードウェイながの）市町村分契約 （H29）

長野県情報セキュリティクラウド市町村分契約 （H29）

長野県市町村自治振興組合資料より先端技術活用推進課にて作成



「DX化の大波」を県と市町村協働で乗り越える
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県-市町村
協働での取組み

NW基盤（IBN/SC）

基幹系システム（住基/税等）

内部事
務シス
テム

ビジネス
共通
ツール

県民接点「窓口へ行かない役所」
長野県電子申請/自治体公式LINE/

マイナポータル（ぴったりサービス）/Y!くらしなど

県民 職員

※UX（顧客体験）とは：
User Experienceの略。ここでは、県民が自治体サービスを受ける際、必要
性が発生したところから必要な手続きを完了するまでの一連の体験を指す。

「窓口へ行かない役所」検討チームを立上げ
- 自治体サービスの※UXを県と市町村で協働で研究 -

「業務の見える化」を共同実施
- 見える化だけでなく、比較検証により更なる効率化を -

スマート自治体推進WGにて提案
必要性は認めるも、主なメンバーは情報政策担当であるため、

総務課や市民課など関係課含む体制整備が課題に

A市 B町 C村県

県と市町村共通業務の比較

同一業務で業務量が違う

同一業務でやり方が違う

標準化と共に
業務のBPRを実施

ICTで効率化

他県自治体データも
比較対象に

BPR

3



行政事務以外の領域へのワーキング拡大
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行政事務以外の
領域への拡大

補助金の更なる有効活用によるDX/共同化の推進

長野県先端技術活用推進協議会

行
政
事
務

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス

教
育

地
域
交
通

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
・
イ
ン
フ
ラ

医
療

防
災

スマート自治体推進WG
設置済み

DX/共同化を加速

4
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県と市町村の協働活動を更に強化し、長野県DXを推進していきます。



END
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